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１．国民健康保険制度改革の概要 
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○増大する医療費  約４０兆円 （毎年約１兆円増加） 

 
 
 
 
 

○少子高齢化の進展による現役世代の負担増 
 
 

○国保の構造的な課題 （年齢が高く医療費水準が高い等） 

H24国民医療費・・・前年比＋6,300億円 
 ①入院医療費の増・・・約６割（3,800億円） 
 ②75歳以上の医療費の増・・・約７割（4,300億円） 
 ③医療の高度化による医療費の増 
    ・・・がんの医療費の増(1,700億円)は医科医療費の増の３分の１ 

 
以下により、国民皆保険を将来にわたって堅持 
 
①医療保険制度の安定化（国保、被用者保険） 
 

②世代間・世代内の負担の公平化 
 

③医療費の適正化 
  ・病床機能の分化・連携、入院医療の適正化、 

地域包括ケアの推進 
  ・予防・健康づくりの推進、ＩＣＴの活用 
  ・後発医薬品の使用促進 
 

給付費・・・後期高齢者は若人の約５倍 

１．改革の背景 ２．改革の方向性 
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医療保険制度改革の背景と方向性 

（実績見込み） 

（実績見込み） 
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国民医療費 

後期高齢者医療費 



① 年齢構成が高く、医療費水準が高い 
 ・ 65～74歳の割合：国保（３５．６％）、健保組合（２．８％）  
 ・ 一人あたり医療費：国保（３２．５万円）、健保組合（１４．６万円） 

 

 
② 所得水準が低い 
 ・ 加入者一人当たり平均所得：国保（８３万円）、健保組合（２０２万円（推計））  
 ・ 無所得世帯割合：２７．８％ 

③ 保険料負担が重い 
  ・加入者一人当たり保険料／加入者一人当たり所得：市町村国保（１０．３％）、健保組合（５．６％） ※健保は本人負担分のみの推計値 

④ 保険料（税）の収納率低下 
  ・収納率：平成１１年度 ９１．３８％ → 平成２６年度 ９０．９５％    
 ・最高収納率：９５．２５％（島根県）  ・最低収納率：８６．７４％（東京都） 

⑤ 一般会計繰入・繰上充用 
 ・市町村による法定外繰入額：約３,８００億円   うち決算補てん等の目的 ：約３,５００億円、 
  繰上充用額：約９００億円（平成２６年度）  
   
 
 

⑥ 財政運営が不安定になるリスクの 高い小規模保険者の存在 
 ・１７１６保険者中３０００人未満の小規模保険者 ４６７ （全体の１／４強） 

⑦ 市町村間の格差 
・ 一人あたり医療費の都道府県内格差  最大：2.7倍（北海道）  最小：1.1倍（富山県） 
・ 一人あたり所得の都道府県内格差    最大：22.4倍（北海道）  最小：1.2倍（福井県） 
・ 一人当たり保険料の都道府県内格差   最大：3.7倍（長野県）   最小：1.3倍（長崎県） 

        ※東日本大震災による保険料（税）減免の影響が大きい福島県を除く。 

 

１．年齢構成 

２．財政基盤 

３．財政の安定性・市町村格差 

  

※①～③までは平成25年度実績、④～⑦までは平成26年度実績。 3 

市町村国保が抱える構造的な課題 
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国民健康保険制度改革の経緯 

社会保障改革プログラム法（H25.10.15：提出 ⇒ H25.12.5：成立、 H25.12.13：公布） 

持続可能な医療保険制度を構築するための国民健康保険法等の一部を改正する法律 
（医療保険制度改革関連法）（H27.5.29：公布） 

○ 国民健康保険制度の安定化（国の支援拡充による財政基盤強化、運営の在り方の見直し）などを規定。 

社会保障制度改革国民会議（H24.11.30：第１回 ⇒ H25.8.6：報告書とりまとめ） 

○ 社会保障制度改革推進法（改革推進法）（※）に基づき、設置。（※）自民党、公明党、民主党の３党合意に基づく。 

   
○ 政府は、国民会議における報告書を踏まえて、「『法制上の措置』の骨子」を閣議決定（H２５.８.２１）。 

    【国民健康保険制度について】 
      ・財政支援の拡充等により国保の赤字構造を改善した上で、国保の運営業務について財政運営を始めとして 
       都道府県が担うことを基本とする。 
      ・保険料徴収や保健事業等は市町村が積極的に役割を果たせるよう、都道府県と市町村で適切に役割分担 
       を行う。 

○ 「『法制上の措置』の骨子」に基づき、社会保障制度改革の全体像・進め方を法制化。 

国民健康保険制度の基盤強化に関する国と地方の協議（国保基盤強化協議会） 
                            （H26.1.31：協議開始⇒H27.2.12：議論のとりまとめ） 

○ プログラム法に掲げられた内容の具体化に向けて、厚生労働省（政務三役）と地方（知事・市長・町村長）が協議。 
 

○ 議論のとりまとめにおいて、①毎年3,400億円の国の財政支援拡充、②都道府県に2,000億円規模の財政安定化基金 
   を創設、③平成30年度から都道府県が国保の財政運営を担い、県内の市町村とともに国保運営を行うことが示された。  



＜平成27年度から実施＞ 

○ 低所得者対策の強化のため、保険料の軽減対象となる低所得者数に応じた自治体への 

財政支援を拡充（約1,700億円） 
    

＜平成30年度から実施＞（毎年約1,700億円） 

○財政調整機能の強化（財政調整交付金の実質的増額） 

○自治体の責めによらない要因による医療費増・負担への対応 

  （精神疾患、子どもの被保険者数、非自発的失業者 等） 

○保険者努力支援制度･･･医療費の適正化に向けた取組等に対する支援 

○財政リスクの分散・軽減方策（財政安定化基金の創設・高額医療費への対応 等） 等   

○ あわせて、医療費の適正化に向けた取組や保険料の収納率向上などの事業運営の改善等を一層推進し、財政基盤

の強化を図る。 

・平成27年度から、財政安定化基金を段階的に造成等（平成27年度200億円⇒平成29年度約1,700億円） 

・平成30年度以降は、上記の項目に約1,700億円を配分  

国民健康保険に対し、平成26年度に実施した低所得者向けの保険料軽減措置の拡充（約500億円）に加え、 

毎年約3,400億円の財政支援の拡充等を以下の通り実施することにより、国保の抜本的な財政基盤の強化を図る。 

※ 公費約3,400億円は、現在の国保の保険料総額（約３兆円）の１割を超える規模 

※ 被保険者一人当たり、約１万円の財政改善効果 

700～800億円 

700～800億円 

 国保制度改革の概要（公費による財政支援の拡充）  
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【現行】 市町村が個別に運営 
【改革後】 都道府県が財政運営責任を担う 

など中心的役割 

市町村 
都道府県 

・ 財政運営責任（提供体制と双方に責任発揮） 

・ 市町村ごとの納付金を決定 

市町村ごとの医療費水準、所得水準を考慮することが基本 

・ 市町村ごとの標準保険料率等の設定 

・ 市町村が行った保険給付の点検、事後調整 

・ 市町村が担う事務の標準化、効率化、 
 広域化を促進 

・ 資格管理（被保険者証等の発行） 

・ 保険料率の決定、賦課・徴収 

・ 保険給付 

・ 保健事業 

（構造的な課題） 

 ・年齢が高く医療費水準が高い 

 ・低所得者が多い 

 ・小規模保険者が多い 

都道府県が市町村ごとに決定した 
国保事業費納付金を市町村が納付 

・国の財政支援の拡充 
 

・都道府県が、国保の運営に
中心的役割を果たす 市町村 

市町村 

市町村 

市町村 

市町村 

国保運営方針 
(県内の統一的方針) 

給付費に必要な費用を、 
全額、市町村に支払う（交付金の交付） 

※被保険者証は都道府県名のもの 
※保険料率は市町村ごとに決定 
※事務の標準化、効率化、広域化を進める 

○平成30年度から、都道府県が財政運営の責任主体となり、安定的な財政運営や効率的な事業の確保等の

国保運営に中心的な役割を担い、制度を安定化 

・給付費に必要な費用は、全額、都道府県が市町村に交付 

・将来的な保険料負担の平準化を進めるため、都道府県は、市町村ごとの標準保険料率を提示（標準的な住民負担の見える化） 

・都道府県は、国保の運営方針を定め、市町村の事務の効率化・広域化等を推進 

○市町村は、地域住民と身近な関係の中、資格管理、保険給付、保険料率の決定、賦課・徴収、保健事業等、 
地域におけるきめ細かい事業を引き続き担う 

国保制度改革の概要（運営の在り方の見直し） 

 なお、国の普通調整交付金については、 都道府県間の所得水準を 
調整する役割を担うよう適切に見直す 

○ 詳細については、引き続き、地方との協議を進める 
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改革の方向性 

１． 
運営の在り方 

 (総論) 

○ 都道府県が、当該都道府県内の市町村とともに、国保の運営を担う 

○ 都道府県が財政運営の責任主体となり、安定的な財政運営や効率的な事業運営の

確保等の国保運営に中心的な役割を担い、制度を安定化 

○ 都道府県が、都道府県内の統一的な運営方針としての国保運営方針を示し、  

  市町村が担う事務の効率化、標準化、広域化を推進 

都道府県の主な役割 市町村の主な役割 

２． 
財政運営 

 

財政運営の責任主体 
・市町村ごとの国保事業費納付金を決定 

・財政安定化基金の設置・運営 

・国保事業費納付金を都道府県に納付 

３． 

資格管理 

国保運営方針に基づき、事務の効率化、 
標準化、広域化を推進 

※４．と５．も同様 

･ 地域住民と身近な関係の中、 
  資格を管理(被保険者証等の発行) 

４． 
保険料の決定 

賦課・徴収 

標準的な算定方法等により、市町村ごとの
標準保険料率を算定・公表 

・ 標準保険料率等を参考に保険料率を
決定 

・ 個々の事情に応じた賦課･徴収 

５． 

保険給付 

・給付に必要な費用を、全額、 
市町村に対して支払い 

・市町村が行った保険給付の点検 

･ 保険給付の決定 
･ 個々の事情に応じた窓口負担減免等 

６． 

保健事業 
市町村に対し、必要な助言･支援 

・ 被保険者の特性に応じたきめ細かい 
 保健事業を実施  （データヘルス事業等） 

改革後の国保の運営に係る都道府県と市町村それぞれの役割 
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２．新たな財政運営の仕組み 
（国保事業費納付金の徴収） 

 



支出収入
収入 支出

収入 支出
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国保の財政運営のすがた 

県の国保特別会計 

各市町の国保特別会計 

公費等 

・定率国庫負担 
・前期高齢者 
 交付金 等 

・保険料軽減 等 

（国保被保険者） （医療機関） 

②保険料率決定 

①納付金額決定 
標準保険料率提示 

県が財政運営責任を担うなど中心的役割 

改革後 現行 

各市町の国保特別会計 

公費等 
公費等 

・定率国庫負担 
・保険料軽減 
・前期高齢者交付金 等 

②保険料徴収 

①保険料率決定 

（国保被保険者） （医療機関） 

市町が 
個別に運営 

③保険給付費支払 ⑥保険給付費支払 
③保険料徴収 

⑤交付金支払 

④納付金徴収 

○ 都道府県が財政運営の責任主体となり、保険給付費の財源である市町村からの国保事業費納付金額の決定、保険給付に 
   必要な費用全額の市町村への支払いを行うことにより、国保財政の「入り」と「出」を管理する。※都道府県にも国保特別会計を設置 

○ 市町村は、都道府県が市町村ごとに決定した納付金を都道府県に納付する。 

○市町村ごとの納付金を決定 

 （医療費水準、所得水準を考慮） 
○各市町村が納付金を納めるために 
  必要な標準保険料率を提示 

標準保険料率を参考に、 
各市町村が、保険料率を 
決定し、保険料を賦課・徴収 

徴収した保険料等を 
財源として納付金を 
都道府県に支払 

保険給付費等 
に必要な費用を 
全額、市町村へ 
交付 
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公費負担 
205億円 

前期高齢者 
交付金 
２２３億円 

 

 
 

低所得者対策等 
５３億円 

納付金 
222億円 

保険者努力支援制度 

保険料 
１６９億円 

国調整交付金 
（９％） 

４３億円 
（一部市町向けを除く） 

県繰入金 
（９％） 

３５億円 
（一部市町向けを除く） 

定率国庫負担 
（32％） 

１２７億円 

県の国保特会（平成27年度財政規模 計650億円） 

新
設
（全
国
総
額
８
０
０
億
円
） 

県からの 
交付金 

保険料 納付金 

交付金 

県国保特別会計総額 
（医療給付費・後期高齢者支援金・介護納付金等の財源） 

増額 
（全国総額約800億円） 

・低所得者対策 

・国調整交付金
（市町向け） 
・県繰入金 
（市町向け） 等 

県の国保特会の財源構成（改革後イメージ） 

市町の国保特会 

※県全体で医療費が財源を 
 超過する場合は繰入 

財政安定化基金（福井県分11億円（見込み）） 
特例基金（全国総額300億円） 

※収納率低下で納付金が 
 支払えない場合は貸付 
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 県の国保財政 
県全体で必要と 

なる納付金総額 

各市町の被保険者の
所得総額で按分 

各市町の被保険者数
で按分 

【１】 市町から徴収する納付金を応能分と応益分に区分し、 
     応能分は所得額により、応益分は被保険者数により、各市町に割り当てる。 

・β （県）＝  
 
・β ＝１の場合、応能分：応益分＝１：１  
 
・本県は応能割：応益割＝0.95：1（現段階の試算値） 

【２】  【１】で算定した市町ごとの額を、 
     医療費水準に応じて調整する。 

③１人当たり医療費が 
  全国平均並 

（医療費水準＝1） 
  ⇒ 調整は生じず、 
    平均的な負担 

①１人当たり医療費が 
  全国平均より低い 
（例：医療費水準＝0.9） 

  ⇒ 納付金が割引かれ、 
    負担減少 

②１人当たり医療費が 
  全国平均より高い 
（例：医療費水準＝1.2） 

  ⇒ 納付金が割増され、 
    負担増大 

医療費水準を反映させる（α＝１）か、 
反映させない（α＝０）かについて市町と協議 市町の 

納付金 

基礎額 

・α ＝医療費水準反映係数 

・納付金＝納付金基礎額×〔１＋α ×（医療費水準－１）〕 

国保事業費納付金の算定方法 

 福井県の１人当たり所得   
全国平均の１人当たり所得 

公
費
負
担
等

納
付
金

【（例）α ＝1の場合】

応能分

×0.9

応益分

応能分 ×1.2

応益分

応能分 ×1

応益分

Ｂ市

Ａ市

納付金基礎額

Ｃ町

応
能
分

β (県）

応
益
分

1

Ａ市

Ｂ市

Ｃ町

Ａ市

Ｂ市

Ｃ町

Ａ市

Ａ市

Ｂ市

Ｂ市

Ｃ町

Ｃ町
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・β （Ａ市）＝                 

     

・β ＝１の場合、応能分：応益分＝１：１ 

《３方式》 
《標準保険料率》 

（世帯） 

算定方式や均等割・平等割の
賦課割合について市町と協議 

 【２】  

 市町ごとの標準収納率
（過去実績）で【1】を割
り、 収納率100％に満た
ない分 を割増  

【４】  

応益分を７：３で均等割
と平等割に区分 
（所得割・均等割・平等
割の３方式） 
   

【３】  

【２】を市町の所得水準
に応じた応能分と応益
分に区分 
   

【５】  

【４】から標準保険料率
を算出 

【１】 

納付金に各市町が
行う保健事業費を加 
算して保険料必要額
を算出   

標準保険料の算定方法 

 Ａ市の１人当たり所得   
全国平均の１人当たり所得 

算定方式を統一した標準保険料率を、市町が目指すべき保険料率として示す。 

・所得割率（％）＝ 

 

・均等割額＝ 

 

・平等割額＝ 

  所得割総額         
被保険者の所得総額 

均等割総額 
被保険者数 

平等割総額   
 世帯数 

保険料必要額

　　　保健事業費

納付金

Ａ市の

Ａ市の保険料必要額
（収納率反映後）

保険料必要額

応能分 応益分

β

（Ａ市）
1

応能分 応益分

均等割
７

平等割
３

所得割

応能分 応益分

均等割
（円/人）

平等割
（円/世帯）

所得割
（％）
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算定方式や賦課割合は 
市町が決定する。 

  【１】 
保険料必要額から、 

市町の基金からの繰入
金・過年度の繰越金、 

一般会計繰入を差し引
き、市町が保険料で徴
収する額を算出   

【２】 
  【１】を市町が見込む 
 収納率で割り、収納率 
  100％に満たない分を 
   割増  

【３】 
 市町の基準により応能分と応益分に区分 
  ⇒応能分を所得割と資産割、応益部分を均等割と平等割に区分 
  ・応能分を所得割と資産割（固定資産税額に課税）で区分すると、 
     ４方式となる。 
 

市町の実際の保険料の算定方法 

各市町は、県が定めた標準的な保険料算定方式等を参考に、従来の算定方式を踏まえて、実現可能な算定方式を決定する。 

Ａ市の
保険料必要額

市の基金からの繰入等

実際に
保険料で
徴収する額

一般会計繰入

Ａ市が保険料で
徴収する額

（収納率反映後）

実際に
保険料で
徴収する額

応能分 応益分

均等割 6

平等割 4

52 48

《３方式》

所得割

（案１）

応能分 応益分

均等割 7.5

平等割 2.5

47 53

（案２）
《３方式》

所得割

応能分 応益分

均等割 6

2.5 資産割

50 50

4

（案３）
《４方式》

平等割

所得割7.5


